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＜１＞新地方公会計制度に基づく財務４表について

１背景

現行の国･地方公共団体の財務会計制度は､一部の企業会計を除いて､現金収支に着目した単式簿

記が採用されており､歳入歳出の収支計算により決算書等を作成しています｡この場合､資産や負債等

のストック状況が網羅的にわかりにくいことや行政コストが明示されないなどの問題も指摘され､財政状

況を総合的かつ長期的に把握するために企業会計的手法の導入が必要とされるようになってきました。

このような状況のなか､平成１９年度において総務省により財務4表作成モデルが示されるとともに、

平成21年度までに｢貸借対照表｣、｢行政ｺｽﾄ計算書｣､｢純資産変動計算書｣、「資金収支計算書｣の財

務4表の作成及び公表が要請されました。

これを受け､本市では｢総務省方式改訂モデル(以下｢改訂モデル｣)｣を用いて普通会計及びその他

の市会計の財務諸表に加え､連携する－部事務組合､広域連合､土地開発公社､第三セクターを含め

た連結の財務4表を作成しました。

２財務4表の作成基準

本市の財務4表は､｢改訂モデル｣に示された作成手法を採用しています。

具体的には､公共資産の算定にあたり､昭和44年度以降の｢地方財政状況調査表(以下､「決算統

計｣)]の普通建設事業費の積み上げ及び減価償却計算を行ったほか､既存の歳入歳出決算書等を用い

て作成しました。

また連結財務4表の作成にあたっては､連結対象となる団体において既に作成されている決算書類に

公会計財務4表の作成に必要な組み替えを行って作成しました。

(1)対象年度

平成24年度決算に基づく財務情報(基準日:平成25年３月３１日）

(2)作成対象範囲

作成した財務4表は普通会計､連結の2つの種類であり､その対象範囲は下記のとおりです。

昔通会計財務４表

股会計

休日急患診贋所費

地域情報通信
ネットワーク事業

連結財務４表

公営事業会計 準公営企業会計
国民健康保険事業 簡易水道事業

国保診慶所事業 公設卸売市場

介護保険事業 と畜場事業

後期高齢者医覆事業 農業集落排水事業

宅地造成事業

公営企業会計 駅周土地区画整理

上水道事業 石原土地区画整理

下水道事業 河守土地区画整理

ガス事業

病院事業

一部事務組合等

府自治会館
管理組合

府住宅新築資金等
貸付事業管理組合

府後期高齢者
医闘広域連合

京都地方税機構

競

第三セクター等

(出資比率50%以上）

㈱福知山まちづくり

大江観光㈱

福知山市上下水道
がｽｻーﾋ'ｽｾﾝﾀー㈱

(財）福知山市
都市緑化協会

(財）福知山市
体育協会

(社）福知山市
文化協会



３財務4表の概要

公会計の財務4表とは､「貸借対照表｣、「行政コスト計算書｣、｢純資産変動計算書｣、「資金収支計算

書｣を指します。

①｢貸借対照表」

資産､負債と純資産の3要素で構成され､資産をどれだけ保有しているか､また､将来世代の負担と

なる地方債等の債務を表します。

②｢行政ｺｽﾄ計算書」

企業会計でいう｢損益計算書｣にあたるもので､本市が1年間に提供した行政サービスに要したコス

トとその財源である使用料や負担金等の収入の状況を表します｡これにより算出される｢純経常コス

ト｣は純資産変動計算書の変動要因として計上されます。

③｢純資産変動計算書」

貸借対照表の純資産の部が1年間でどのように変動したかを表します。

④｢資金収支計算書」

行政活動の資金の流れを分析します｡資金増減を経常的収支､公共資産整備収支､投資･財務的

収支の3つに分類して表したものです｡企業会計でいう｢キャッシュフロー計算書｣にあたります｡｢期末

歳計現金残高｣が貸借対照表の現金と一致します。

これら財務4表は､以下のように互いに関連しています。

貸借対照表

資産の部 負債の部

■■ロロ

■■■■ 純資産の部

現金

■■■■

資金収支計算書

収入

支出

｜｜

歳計現金増減額

十

期首歳計現金残高

｜｜

期末歳計現金残高

行政コスト計算書

経常行政コスト

経常収益

｜’

純経常行政コスト

純資産変動計算書

期首純資産残高

｜純経常行政ｺｽﾄ｜
＋

一般財源､補助金受入等

士

臨時損益等

ｌｌ

Ｒｉｉ天罰蚕扉盲司



＜２＞連結財務４表

公会計制度では普通会計､特別会計､企業会計という地方公共団体全体の会計に加え、自治体と連

携協力して行政サービスを実施している－部事務組合､地方三公社､第三セクター等の関係団体や法

人をひとつの行政サービス実施主体とみなし､それらを連結して｢貸借対照表｣、「行政コスト計算書｣、

｢純資産変動計算書｣、「資金収支計算書｣を作成します。

１連結の範囲

①普通会計

一般会計

休日急患診療所費特別会計

地域情報通信ネットワーク事業特別会計

②公営事業会計

【公営事業会計】

●国民健康保険事業特別会計

●国民健康保険診療所費特別会計

●介護保険事業特別会計(保険勘定･サービス勘定）

●後期高齢者医療事業特別会計

【準公営企業会計(地方公営企業法非適用事業)】

●と畜場費特別会計

●公設地方卸売市場事業特別会計

●簡易水道事業特別会計

●農業集落施設事業特別会計

●宅地造成事業特別会計

●福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計

●石原土地区画整理事業特別会計

●河守土地区画整理事業特別会計

【公営企業会計(地方公営企業法適用事業)】

●ガス事業

●水道事業

●下水道事業

●病院事業(市民病院･国保新大江病院）

③一部事務組合等

●京都府自治会館管理組合

●京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合

●京都府後期高齢者医療広域連合

●京都地方税機構

④地方三公社

●福知山市土地開発公社

⑤第三セクター等(市の出資比率が50％以上の法人が連結対象）

●(株)福知山まちづくり

●大江観光(株）

●福知山市上下水道ガスサービスセンター(株）

●(財)福知山市体育協会

●(社)福知山市文化協会

●(財)福知山市都市緑化協会



２作成条件

普通会計及び地方公営企業法非適用の公営事業会計については､総務省の決算統計や決算書等を

活用し作成､地方公営企業法を適用している3事業については当該会計の決算書等を活用して作成して

います。

－部事務組合等については､一部事務組合等の財務4表のうち､本市の当年度経費負担割合相当分

を連結する｢比例連結｣を行います。

地方三公社､第三セクター等については､各団体の会計基準に基づいて作成している決算書等を活

用して作成しています。

これらについて公会計上必要最低限の組替えを行い連結した上で､連結対象となる会計間での繰出

し､繰入れ､出資､貸付等の相互取引があった場合は相殺処理を行います。

３貸借対照表

《概要》

平成25年３月３１日現在の資産の総額は309,969百万円（315,318百万円､1.7％減)、負債の総額は、

113,215百万円（118,635百万円､4.6％減)、資産と負債の差である純資産は196,754百万円(196,683百

万円､0.04％増)で､資産に対する負債の総額は36.5％となっています。

資産の部では､道路や学校等の公共資産が285,465百万円と資産全体の92.1％を占めており､一方、

負債の部では､翌年度償還予定額を含めた地方債残高が101,025百万円と負債全体の89.2％を占めて

います｡この地方債残高には､将来地方交付税で財源措置されるものも含まれており､51.7％が地方交

付税の算定基礎に含まれることが見込まれています。（（）内は前年度金額及び前年度比）

<用語解説〉

〔資産の部〕

１公共資産

①有形固定資産

有形固定資産は､行政サービスを提供するために使用される本市及び関係団体等のあらゆる資産です。

市の会計につきましては､決算統計にて分析された昭和44年度以降の普通建設事業費を集計し､「改訂モデ

ル｣で示された耐用年数区分に基づいて減価償却を行い､行政目的別に区分して計上しています。

②売却可能資産

売却可能資産には､市の普通財産のうち遊休状態にあるものや売却可能な土地を､固定資産税評価額にて時

価評価を行って計上しています。

２投資等

①投資及び出資金

連結対象外の団体等への出資金等の現在高を計上しています。

②貸付金

住宅新築資金､暮らしの資金等の市民向けの貸付金を計上しています。

③基金等

「特定目的基金｣、「土地開発基金｣、「定額運用基金｣の残高等を計上しています。

④長期延滞債権

市税や使用料等の当年度収入未済額のうち､前年度以前に発生した債権について計上しています。

⑤回収不能見込額

「貸付金｣及び｢長期延滞債権｣のうち､将来回収不能となることが見込まれる金額を計上し､資産から減額して

います。

※表中では､④･⑤は｢その他｣に含まれています。

3流動資産

①現金預金

財政調整基金､減債基金､各会計の歳計現金に加え､各関係団体の現金預金残高を計上しています。



②未収金

市税や使用料､事業収益等の収入未済額のうち､今年度に発生した債権について計上しています。

〔負債の部〕

１固定負債

①地方債

地方債･長期借入金のうち､翌々年度以降に償還されるものを計上しています。

②長期未払金

リース契約等の債務負担額を計上しています。

③退職手当引当金等

普通会計については､年度末において､職員全員が普通退職した場合に必要となる退職手当の額を計上して

います｡公営企業会計については､決算書の数値を採用しています。

2流動負債

①翌年度償還予定地方債

地方債等のうち､翌年度に償還する予定の金額を計上しています。

②短期借入金(翌年度繰上充用金）

市の特別会計における翌年度繰上充用金の額を計上しています。

③未払金

普通会計については､リース契約の翌年度支出予定額を計上しています｡公営企業会計等については､決算

書等の数値を採用しています。

④翌年度支払予定退職手当

翌年度に支払うことが予定されている退職手当の額を計上しています。

⑤賞与引当金

発生主義の考え方にもとづき翌年度(６月)に支払う予定の期末勤勉手当のうち、当年度負担相当額を計上し

ています。

※表中では､④･⑤は｢その他｣に含まれています。

〔純資産の部〕

資産の部から負債の部を差し引いた額を計上しています｡詳細は｢純資産変動計算書｣にて解説します。

４行政コスト計算書

《概要》

経常行政コスト74,055百万円（70,854百万円､4.5％増)に対して､使用料･手数料等の経常収益の総

額は30,330百万円（27,980百万円､8.4％増)となっており､差し引きの純経常行政ｺｽﾄは43,725百万

円（42,874百万円､２０％増)となっています。

性質別のコストでは､｢移転支出的なコスト｣が39,226百万円と全体の53.0％を占め､そのうち74.7％

の29,320百万円が社会保障給付にかかるものとなっています｡｢物にかかるコスト｣は20,868百万円と

全体の28.2％を占め､これには物件費10,156百万円､減価償却費9683百万円等が含まれます。

目的別のコストでは､社会保障給付を含む｢福祉｣にかかるコストが34,465百万円と全体の46.5％を占

めています。

く用語解説〉

①人にかかるコスト

職員に対する給与や各種手当等にかかった１年間のｺｽﾄ及び退職ｺｽﾄ等が計上されます。

②物にかかるコスト

物件費､維持補修費､減価償却費等､物やサービス等を購入･使用することにより生じるコストを表します。減

価償却費は､実態の現金支出は生じませんが､発生主義に立ち道路･公園･学校･保育所等の有形固定資産を１

年間使用したことによって当該資産の価値が減耗したものとして計上します。

③移転支出的なコスト

現金や現物を給付することにより提供する行政サービスに関するコストです｡加入団体への負担金や各種団



体に対する補助金(補助費等)、扶助費等の社会保障関係費等を計上します。

④その他のコスト

支払利息として地方債等利子を計上するほか､回収不能見込計上額として1年間で新たに回収が困難となっ

た債権の額等について計上しています。

⑤経常収益

使用料･手数料や分担金負担金等の行政サービスを受けた受益者が直接負担する額を計上します｡国保や介

護保険等の加入者保険料､上下水道の使用料等に加え連結対象団体の事業収入等が計上されます。

⑥純経常コスト

①～④の経常費用と⑤経常収益の差額が｢純経常ｺｽﾄ｣です｡このコスト(赤字)を､市税や地方交付税､国府

補助金等で賄っていることを意味します。

５純資産変動計算書

《概要》

期首純資産残高は196,683百万円であり､当年度の減少要因としては純経常コストとして43,725百万

円が､増加要因としては地方税11,261百万円や地方交付税11,362百万円等が計上され､期末純資産残

高は期首に比して７１百万円増の196,754百万円となっています。

<用語解説〉

①純経常行政ｺｽﾄと財源調達(一般財源､補助金等受入）

行政コスト計算書で算出された純経常コストの金額に対して､一般財源及び補助金等受入の金額がどの程度

あるかを見ることで､当該コストが受益者負担以外の一般財源等によりどの程度賄われているかを表します。

②臨時損益

災害復旧や公共資産の除売却､過年度損益修正損益等の臨時要因によるコストや収入の発生を表します。

③その他

資産を時価評価することに伴う増減額や有価資産を無償で受贈したことによる受贈益等を計上します。

６資金収支計算書

《概要》

経常的収支において11,980百万円の余剰､公共資産整備収支において2,788百万円の不足､投資・

財務的収支において9,315百万円の不足が生じたこと等によりまして､期首から６４２百万円の資金残高

減となっています。

<用語解説〉

①経常的収支の部

経常的収支の部には､公共資産整備支出(投資的経費)や投資･財務的支出(積立金､公債元金等)及びそれら

の特定財源以外のすべての収支を計上します。

②公共資産整備収支の部

公共資産整備のための支出(＝投資的経費)とその特定財源を計上します。

③投資･財務的収支の部

基金積立金､投資･出資金､貸付金､地方債償還等のための支出とその特定財源を計上する区分です。



純経常行政コスト
財源調達
一般財源等

地方税

地方交付税

その他

補助金等受入

臨時損益
その他

(福知山市全体、一部事務組合、土地開発公社、第三セクター等を連結）

▲４２，８７４

２４，７６８

連結対象

①市全体普通会計特別会計企業会計

②一部事務組合(4)京都府自治会館管理組合京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合

京都府後期高齢者医療広域連合京都地方税機構

③地方公社(1)福知山市土地開発公社（※H24は解散により数値なし）

④第三セクター等(㈱福知山まちづくり福知山市上下水道力‘ｽﾄﾋ'ｽｾﾝﾀｲﾛﾘ大江観光㈱

（出資率50％以上）(財)福知山市体育協会（社)福知山市文化協会（財)福知山市都市緑化協会

（１）貸借対照表
（各年度３月31日現在） (単位 百万円）(単位：百万円）
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（２）行政コスト計算書
３）純資産変動計算書

〔各年度皇娼‘椙

硫素工

（各年度目４月１日

至３月３１日 〕
］

Ｈ2３

１９６５８７９６1.人にかかるコスト

(1)人件費

(2)週職手当引当金繰入等

2.物にかかるコスト
(1)物件費

(2)維持補修費

(3)減価償却費

3.移転支出的なコスト
(1)社会保障給付

(2)補助費等

(3)他会計等への支出

(4)その他

4.その他のコスト
(1)支払利息

(2)その他

1１，３０２

１０，０４６

１，２５６

２１，３７４
１０，１８３

１，０１７

１０，１７４

３３，５９６
２８，７３２

３，８９７

０

９６７

４，５８２

１，９１９

２，６６３

▲１１０

▲１８７

７７

▲５０６

▲２７

１２

▲４９１

５，６３０
５８８

４，８９６

９１１

▲７６５

▲１，８１３
▲５４

▲１１７５９

福知山市連結財務４表

▲８５１

▲３７８

１１，５４９

１１，４５８

１，７６１

１７，４１２
▲３０

８２０

（

〕

1.使用料手数料等
2.分負担金寄附金等
3.事業収益
4.その他収入

■■■■■糞■■■■厚顔瞳■ｎ値

＜１

1.経常的収支
2.公共資産整備収支
3.投資・財務的収支

■■■■■■■■■■■■巧■■■■■■■■■■■■毎■■毎■■■■■■巌■■■■■■■

純経常コスト

経常費用経常収益

H2４

196.683

▲４３，７２５

24,390

11261

１１，３６２

１，７６７

１６，６７０
▲９５４

３．６９０

196.754

H2４

1１，９８０

２，７８８
９．３１５

▲
▲

▲５１９

▲６４２

11.728

０

1１．０８６

H2４

74,055

1１．１９２

9,859

333

20.868

1０，１５６

1,029

9,683

39.226

29,320

8,793

911

202

2.769

865

904

30,330

1,235

0,826

2,570
5.699

１
１

43,725

｜Ｈ２４ H2３ 差引 H2４ ｌＨ２３ 差引

資産の部 負債の部

1.公共資産
(1)有形固定資産

(2)無形固定資産

(3)売却可篭資産

2.投資等
(1)投資及び出資金

(2)貸付金

(3)基金等

(4)その他

3.流動資産
今(1)現金

(2)未収金

(3)簸売用不動産

(4)その他

4.繰延勘室

285,465

284,732

２

731

9．１２１

1７２

４１９

7,256

274

14,972
1１，０８６

986

803

9７

411

290,059
２８９，１７９

３

８７７

８，３７８
１７２

２５４

６，７８７

１，１６５

１６，４４７
１１，６９６

２，２９６

２３９１

６４

434

▲４，５９４
▲４，４４７

▲１

▲１４６

７４３

０

1６５

４６９

１０９

▲１，４７５
▲６１０

▲３１０

▲５８８

3３

▲２３

1.固定負債
(1)地方債

(2)長期未払余

(3)退蔵手当引当金等

２流動負債
(1)翌年度償還予定地方債

(2)短期借入金(翌年度繰上充用劃

(3)未払金

(4)その他

Ｆ包醒訂口目Ｉ

純貢産の部

純資産合計

1００，９４６
９３，５１４

４３

７，３８９

１２，２６９
７，５１１

１，７２５

１，５２３

１‘５１０

１１１３，２１５

196,754

105,824
９８，４１７

６０

７，３４７

１２，８１１
７，６４１

２３０５

１，２６９

１，５９６

1１８，６３５

196,683

▲４，８７８
▲４，９０３

▲１７

4２

▲５４２

▲１３０

▲５８０

254

▲８６

▲５，４２０

7１

Ｆ乱暦事己~畠Ｕ 3０９．９６９ １３１５．３１８ ▲５．３４９ 貝1■心ＺｌＪ翻弔頁匡~Ｆ１~届丁 3０９９６９ １３１５，３１８ ▲５，３４９



純経常行政コスト
財源調達
一般財遍等

地方税

地方交付税

その他

補助金等受入
臨時損益
その他

(福知山市全体、一部事務組合、土地開発公社、第三セクター等を連結）

▲５２７

３０５

①市全体昔通会計特別会計企業会計

②－部事務組合(4)京都府自治会館管理組合京都府住宅新築責金等貸付事業管理組合
京都府後期商齢者医療広域連合京都地方税機構

③地方公社(1)福知山市土地開発公社（※H24は解散により数値なし）

④第三セクター等㈱福知山まちづくり福知山市上下水道がｽｻｰﾋ'ｽｾﾝﾀｰ㈱大江観光㈱
（出資率50％以上（財)福知山市体育協会（社)福知山市文化協会（財)福知山市都市緑化協会

（１）市民１人あたりの貸借対照表

福知山市連結財務４表市民１人あたりで表すと・・・

■

〃
・
画
・
・
・
■
毎
■
・
■
■
・
垂
■
・
甘
・
・
■
■
・
■
・
■
■
■
■
■
■
■
■
■
●
皇
■
■
■
Ｅ
■
ロ
■
■
■
■
■
量
■
■
■
■
■
ａ
■
・
■
色
。
■
・
■
・
畳
■
ｑ
・
■
■
劇
・
■
■
■
■
■
・
■
・
■
■
、
一

」

（２）市民１人あたりの行政コスト計算書

ぐ１

産変動計算書（３）市民１人あたりの純資

〔各隼震皇娼3椙］
〕〔

各年度目４月１日

至３月３１日 （単位：千円）

亜語陣馬

（４）市民１人あたりの資金収支計算書

〔各零度量娼‘唱〕 （単位：千円）

(単位：千円）

(各年度３月３１日現在）（単位：千円）

Ｈ2３

２４１５１２

Ｈ2３引

期首純資産残高1.人にかかるコスト
(1)人件受

(2)退窟手当引当金繰入等

2.物にかかるコスト
(1)物件費

(2)維持補修費

(3)減価償却畳

3.移転支出的なコスト
(1)社会保障給付

(2)補助畳等

(3)他会計等への支出

(4)その他

4.その他のコスト
(1)支払利息

(2)その他

０
１
１
５
０
１
６
１
９
１
１
０
３
１
２

▲
７
６
１
四
“
▲
“

▲
▲

1３９

１２３

１６

２６２

１２５

１２

１２５

４１３

３５３

４８

０

１２

５７

２４

３３

▲１３

▲４

※市民１人あたりの金額は、平成24年度及び平成23年度末における人口（外国人を含む）で計算しています。
平成24年度（平成25年３月31日現在）８１，０３４人
平成23年度（平成24年３月31日現在）８１，３９１人

1.経常的収支
2.公共資産轄僅収支
3.投資・財務的収支

３
１
０
８
２
６
１
３

▲
▲
▲
▲

２
１
２
４
０
０

４
４
２
１
１

１
１
２

４１７１１

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ｂ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

０
４
２
８２
▲

1.使用料手数料等
2.分負担金寄附金等

3.事業収益
4.その他収入

3441３０

経費負担割合変更等に伴う差観

■■■■■■■

1３527

５
０
７
２

１
３
５
４

１
１

【繰上充用

萱竃肝W証純経常コスト

(経常費用-経常収益）

H2４

２４２７

▲５４０

301

1３９

１４０

2２

206

▲１２

4６

2.428

H2４

914

1３９

122

1７

257

125

１３

１１９

484

362

109

1１

２

3４

2３

１１

374

1５

３４

５５

７０

１
１

540

H2４ H2３ 差引 H2４ H2３ 差引

資産の部 負債の部

1.公共資産
(1)有形固定寅産

(2)無形固定資産

(3)売却可能資産

2.投資等
(1)投資及び出責金

(2)貸付金

(3)基金等

(4)その他

3.流動資産
少(1)現金

(2)未収金

(3)廠売用不動産

(4)その他

4.繰延勘室

3,522

３，５１３

０

９

１１３

２

５

９０

１６

１８５

１３７

２５

２２

１
５

3,564

３，５５３

０

1１

３
２
３
３
５
２
４
８
９
１
５

０

８
１
０
４
２
２

２
１

１

▲４２

▲４０

０
２
０
０
２
７
１
７
７
３
７
０
０

▲

１

１▲

▲
▲
▲

1.固定負債
(1)地方債

(2)長期未払金

(3)遇噴手当引当金等

2.流動負債
(1)翌年度償還予定地方債

(2)短期僧入金(翌年度繰上充用金

(3)未払金

(4)その他

真Ⅶ､百日丁

純資産の：Ｉ

純資産合計

1，２４５

１，１５３

９１

１５２

9３

２１

１９

１９

1，３９７

2.428

1.300

209

１

9０

1５８

9４

２８

１６

２０

1,458

2.416

５
６
０
１
６
１
７
３
１

５
５

▲
▲
▲
▲

▲
▲

▲６１

1２

具＝口■Ｉ 3.825 3,874 ▲４９ 臭Ⅲ■ぬｆＬノ甲宅具匡ロ日Ｉ 3.825 3‘８７４ ▲４９

H2４

1４８

▲３４

▲１１５

▲７

▲８

1４５

０

1３７



貸借対照表(百万円）

連結貸借対照表
(平成２５年３月３１日現在）

[資産の部］

１公共資産

(1)有形固定資産

借 方

①生活インフラ･国土保全142.652

②教育３０‘762

③福祉4.750

④環境衛生56.734

⑤産業振興30.506

⑥消防4.585

⑦総務14,743

⑧収益事業０

⑨その他 ０

有形固定資産計284,732

(2)無形固定資産２

(3)売却可能資産７３１

公共資産合計285噸465

２投資等

(1)投資及び出資金１７２

(2)貸付金４１９．

(3)基金等 7.256

(4)長期延滞債権1.539

(5)その他 ５

(6)回収不能見込額△２７０

投資等合計9,121

３流動資産

(1)資金11.086

(2)未収金1.986

(3)販売用不動産1,803

(4)その他１３４

(5)回収不能見込額△３７

流動資産合計14.972

４繰延勘定 ４１１

資 産合計309.969

[負債の部］

１固定負債

(1)地方公共団体

貸 方

①普通会計地方債48.496

②公営事業地方債44,874

地方公共団体計93.370

(2)関係団体

①一部事務組合･広域連合地方債９９

②地方三公社長期借入金０

③第三セクター等長期借入金４５

関係団体計１４４

(3)長期未払金４３

(4)引当金 7.371

(うち退職手当等引当金）７‘143

(うちその他の引当金）２２８

(5)その他１８

(単位:百万円）

固定負債合計100,946

２流動負債

(1)翌年度償還予定額

①地方公共団体7.489

②関係団体２２

翌年度償還予定額計７‘511

(2)短期借入金(翌年度繰上充用金を含む）1.725

(3)未払金1,523

(4)翌年度支払予定退職手当７５９

(5)賞与引当金５５７

(6)その他１９４

流動負債合計12,269

負債合計113.215

[純資産の部］

純資産合計196.754

負債及び純資産合計309.969



行政コスト(百万円）

【経常行政コスト】

総額 (構成比率）
生活インフラ。

国土保全
教育

(1)人件費 9.859 13.3％ 706 764

(2)退職手当等引当金繰入等 776 1.0％ 7０ 8０

１ (3)賞与引当金繰入額 557 0.8％ 2０ 4６

小計 1１，１９２ 15.1％ ７９６ 890

(1)物件賓 1０，１５６ 137％ 1.231 882

２
(2)維持補修黄 1,029 1.4％ 445 2９

(3)減価償却費 9.683 13.1％ 3,651 790

小計 20,868 28.2％ 5,327 1.701

(1)社会保障給付 29,320 39.6％ 9３

(2)補助金等 8.793 １１．９％ 1，００８ 1２４

３ (3)他会計等への支出額 ９１１ 1,2％ ０ ０

(4)他団体への
公共海産轄僧掴助令等

202 0.3％ 2３ ０

小計 39,226 53.0％ 1，０３１ ２１７

(1)支払利息 1,865 2.5％

４ (2)回収不能見込計上額 2６ 0.096

(3)その他行政コスト ８７８ 1.2％ 1８０ ０

小計 2.769 3.7％ 1８０ ０

経常行政コス卜ａ 74,055 7.334 2,808

（構成比率） 9.9％ 3.8％

【経常収益】

１使用料・手数料 1,235 1０４ ４５

２分担金・負担金・寄附金 10.826 229 252

３ 保険料 3,536

４事業収益 12.570 2,384 ９

５その他特定行政サービス収入 1,485 1,200 ２

６他会針補助金等 678 678 ０

経 常収益ｂ 30,330 4,595 308

b／ａ 41.0％ 62.7％ 11.0％

(差引）純経常行政コストａ一

連結行政コスト計算書

〔騨麓鯛:〕
福祉 環境衛生 産業振興

947 3,884 405

1４６ 9３ 5６

236 2６ 2３

1,329 4,003 484

929 5.473 646

５ ５１２ ２３

237 2.675 1．５４１

1,171 ａ660 2.210

29,212 1５

2,524 △７８２ 428

０ ９１１ ０

1０ ６ 1５３

31,746 1５０ 5８１

219 335 1６１

219 ３３５ 1６１

34.465 1３．１４８ 3,436

46.5％ 17.8％ ４６％

1７６ 493 ３

10.282 1４ 3４

3.536

3１ 9,800 346

6８ 1２４ ９１

０ △８１ △２０

14,093 10,350 454

40.9％ 787％ １３．２％

消防

722

1２４

4９

895

1２９

1５１

2８１

7９

０

０

7９

０

０

1,255

1.7％

０

０

０

０

０

０

0.0％

(単位:百万円）

総務 議会 支払利息
回収不能
自弧計卜鱈 その他

2,156 275 ０

1９９ ８ ０

1３９ 1８ ０

2.494 ３０１ ０

８４９ 1７ ０

1４ ０

６３８ ０

1,501 1７ ０ ０

5,407 ５ ０

０ ０ ０

1０ ０ ０

5,417 ５ ０

1,865

2６

０ ０ △１７

０ ０ 1.865 2６ △１７

9．４１２ ３２３ 1.865 2６ △１７

12.7％ 0.4％ 2.5％ 0.0％ ０．０％

一般財源
振替額

1１２ ０ ０ ０ 302

△２８ ０ ０ ０ 4３

０ ０ ０ ０

０ ０ ０ ０ ０

０ ０ 1０１ ０ ０

8４ ０ 1０１ ０ 345

0.9％ 0.0％ 5.4％ 0.0％



純資産変動(百万円）

連結純資産変動計算書

〔
自平成２４年４月１日

至平成２５年３月３１日

期首純資産残高

純経常行政コスト

ー般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源

補助金等受入

臨時損益

災害復旧事業費

公共資産除売却損益

投資損失

収益事業純損失

土地評価損益

前期損益修正損益

出資の受入･新規設立

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入

その他

期末純資産残高

］
(単位:百万円）

純資産合計

196,683

△43,725

11,261

11,362

１，７６７

1６，６７０

△５２

２８３

０

０

０

△１，１８５

4,984

4,364

△１８６

△5,472

196,754



連結資金収支計算書

〔皇蕊:鰯3椙）
(単位:百万円）

資金収支(百万円）

２公共資産整備収支の部

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合･広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

8.059

１
０
０
０
１
０

０２

支 出合計 8,261

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

1,339

3‘2８７

０

２２

825

収 入合計 5,473

公共資産整備収支額 △2,788

３投資．財務的収支の部

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

０
９２１

３
０
１
３
０
１
０
８

０
４
９
６
９

０
２
２

２
８
５

支出合計 1５．９１５

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

1９

１７４

０

７８１

５，０３０

３８５

０

２１１

収 入合計 6,600

投資・財務的収支額 △９，３１５

翌年度繰上充用金増減額 △５１９

当年度資金増減額 △６４２

期首資金残高 11,728

経費負担割合変更に伴う差額 ０

期末資金残高 11,086

１ 経常的収支の部

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

11.238

10.087

29.319

8.793

1.865

２．１２９

支 出合計 6３ 4３１

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料･手数料

分担金･負担金･寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

１‘315

1,362

5.046

１，２１５

0,542

３，５１３

2,823

１．６７１

4.783

０

０

８９９

2.242

収 入合計 ７５，４１１

経 常的収支額 11,980



＜３＞普通会計の財務４表

本市における普通会計とは､一般会計､休日急患診療所費特別会計､地域情報通信ネットワーク事業

特別会計を指します。

１貸借対照表

く用語解説〉

〔資産の部〕

１公共資産

①有形固定資産

有形固定資産は､行政サービスを提供するために使用される本市のあらゆる行政資産です。

決算統計にて分析された昭和44年度以降の普通建設事業費を集計し､｢改訂モデル｣で示された耐用年数区

分に基づいて減価償却を行い､行政目的別に区分して計上しています。

②売却可能資産

市の普通財産のうち遊休状態にあるものや売却可能な土地を､固定資産税評価額にて時価評価を行って計上

しています。

２投資等

①投資及び出資金

第三セクター等への出資金等の現在高を計上しています。

②貸付金

病院事業への貸付金や暮らしの資金等の市民への貸付金を計上しています。

③基金等

「特定目的基金｣、｢土地開発基金｣、「定額運用基金｣の残高を計上しています。

④長期延滞債権

市税や使用料等の当年度収入未済額のうち､前年度以前に発生した債権について計上しています。

⑤回収不能見込額

「貸付金｣及び｢長期延滞債権｣のうち､将来回収不能となることが見込まれる金額を計上し､資産から減額して

います。

※表中では､④･⑤は｢その他｣に含まれています。

３流動資産

①現金預金

財政調整基金､減債基金､歳計現金を計上しています。

②未収金

市税や使用料等の収入未済額のうち､今年度に発生した債権について計上しています。

〔負債の部〕

1固定負債

①地方債

地方債のうち､翌々年度以降に償還されるものを計上しています。

②長期未払金

リース契約等の債務負担額を計上しています。

③退職手当引当金

年度末において､職員全員が普通退職した場合に必要となる退職手当の額を計上しています。

2流動負債

①翌年度償還予定地方債

地方債のうち､翌年度に償還する予定の金額を計上しています。

②未払金

リース契約の翌年度支出予定額を計上しています。



③翌年度支払予定退職手当

翌年度に支払うことが予定されている退職手当の額を計上しています。

④賞与引当金

発生主義の考え方にもとづき翌年度(６月)に支払う予定の期末勤勉手当のうち、当年度負担相当額を計上し

ています。

※表中では､③･④は｢その他｣に含まれています。

〔純資産の部〕

資産の部から負債の部を差し引いた額を計上しています｡詳細は｢純資産変動計算書｣にて解説します。

２行政コスト計算書

く用語解説〉

①人にかかるコスト

職員に対する給与や各種手当等にかかった１年間のコスト及び退職ｺｽﾄ等が計上されます。

②物にかかるコスト

物件費､維持補修費､減価償却費等､物やサービス等を購入･使用することにより生じるコストを表します。減

価償却費は､実態の現金支出は生じませんが､発生主義に立ち道路･公園･学校･保育所等の有形固定資産を１

年間使用したことによって当該資産の価値が減耗したものとして計上します。

③移転支出的なコスト

現金や現物を給付することにより提供する行政サービスに関するコストです｡加入団体への負担金や各種団

体に対する補助金(補助費等)､扶助費等の社会保障関係費､特別会計への繰出金等を計上します。

④その他のコスト

支払利息として地方債利子を計上するほか､回収不能見込計上額として1年間で新たに回収が困難となった債

権の額等を計上しています。

⑤経常収益

使用料･手数料や分担金負担金等の行政サービスを受けた受益者が直接負担する額を計上します。

⑥純経常コスト

①～④の経常費用と⑤経常収益の差額が｢純経常ｺｽﾄ｣です｡このコスト(赤字)を､市税や地方交付税､国府

補助金等で賄っていることを意味します。

３純資産変動計算書

く用語解説〉

①純経常行政ｺｽﾄと財源調達(一般財源､補助金等受入）

行政コストで算出された純経常コストの金額に対して､一般財源及び補助金等受入の金額がどの程度あるかを

見ることで､当該コストが受益者負担以外の一般財源等によりどの程度賄われているかを表します。

②臨時損益

災害復旧や公共資産の除売却､投資損失等の臨時要因によるコストや収入の発生を表します。

③その他

資産を時価評価することに伴う増減額や有価資産を無償で受贈したことによる受贈益等を計上します。

４資金収支計算書

く用語解説〉

①経常的収支の部

経常的収支の部には､公共資産整備支出(投資的経費)や投資･財務的支出(積立金､公債元金等)及びそれ

らの特定財源以外のすべての収支を計上します

②公共資産整備収支の部

公共資産整備のための支出(＝投資的経費)とその特定財源を計上します。

③投資･財務的収支の部

基金積立金､投資･出資金､貸付金､地方債償還等のための支出とその特定財源を計上する区分です。



1.人にかかるコスト
(1)人件費

(2)遇■手当引当金繰入等

2.物にかかるコスト
(1)物件費

(2)維持補俸費

(3)涜価償却寅

3.移転支出的なコスト
(1)社会保庫給付

(2)補助費等

(3)他会計等への支出

(4)その他

4.その他のコスト
(1)支払利■

(2)その他

（１）貸借対照表

▲２８８

▲９６

３２９

▲９１７

１６０

▲７５６

毎
ｐ
■
■
■
■
■
■
■
■
■
口
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
毎
●
■
ｐ
■
■
■
■
■
●
□
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
●
■
■
■
■
■
■
■
■
喧
■
■
館
■
■
■

５８１７４

（３）純資産変動計算

（各年度畠損３

F霊示誌＝

書

椙）
（２）行政コスト計算書

〔各年度畠損3椙｝

」

Ｈ２３

１３０７１４８６７

（単位：百万円）

票云Ｐ;語

(単位：百万円）

(各年度３月31日現在）（単位：百万円）（単位：百万円）

▲４，４７３

▲５５

▲３２，３６８

２４，８０８
純経常行政コスト
財源調連
一般財遍等

地方税

地方交付税

その他

補助金等受入
臨時損益

その他

７，０１９
５，９８３

1,036

10,798
４‘４３２

３７３

5,993

15,929

７，５１１

１，８８７

５，５６４

９６７

７９６

７６６

３０

▲８５

▲１３５

５０

７４

４７

▲３３

６０

４．４２４
２８

４，７２５

４３６

▲７６５

▲５５

▲３１

▲２４

福知山市普通会計財務４表

1.使用料手数料等

2.分負担金寄附金等

3.事業収益

4.その他収入

1１，５４９

１１，４５８

１，８０１

８，１０８

７７

２４２

ぐ１

（４）資金収支計算書

〔各年度皇損3椙）

※普通会計には、一般会計、休日急患診疲所畳及び地域情報通信ネットワーク事業が含まれています。

粍蛭常コスト

(経常費用-経常収益）

２１７４１▲１１５

1，２１３

９６１

０

０

１６

▲１３１

０

０

32,368
序
■
衝
・
瞳

4,473

■ ■

■■■■印■葛毎嫡■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■必■■■■■■■■■ゆ■■■■再毎■■■■■■■■客Ｓ轡

H2４

38.900

６，９３４

５，８４８

１．０８６

１０，８７２
４，４７９

３４０

6,053

20,353

７．５３９

６．６１２

6,000

２０２

７４１

７３５

６

2.059

229

830

０

０

36,841

H2４

1３１，５８１

▲３６，８４１

２４，７５３

１１‘２６１

１１．３６２

２，１３０

７，１９１

237

514▲

126.407

ｌＨ２４ ｌＨ２３ 差引 ｜Ｈ２４ ｜Ｈ２３ 差引

１Ｉ産の部 負憤の部

1.公共資産
(1)有形固定資産

(2)売却可佳資産

2.投資等
(1)投資及び出資金

(2)貸付金

(3)基金等

(4)その他

3.流動資産
伝(1)現金

(2)未収金

(3)阪売用不動産

(4)その他

1７５，１０３
174,372

731

7,836

621

779

6，１２６

310

4,576
4,442

1３４

０
０

８
５
３
５
８
８
４
５
１
６

別
Ⅲ
“
Ⅳ
馳
開
“
弱
“
帆

，
５
，

５
，
６

５
７
７

６

７
１
１

5５

０
０

▲６４５
▲７３３

8８

６６１

▲７

8１

632

▲４５

▲２，０６５
▲２，０４４

▲２１

０
０

1.固定負債
(1)地方債

(2)長期未払金

(3)週童手当引当金等

2.流動負債
(1)翌年度侭還予定地方債

(2)短期借入金(翌年度繰上充用劃

(3)未払金

(4)その他

貝眼ｑｐ■Ｕ

純貢薩の部

耗資産合計

5５，１５３
４８，４９６

４１

６‘６１６

５，９５５
４，８５２

０

１７

１，０８６

１６１，１０８

126.407

52,222
４５．４５６

5８

６‘７０８

５，７６１
４．５７７

０

１７

１‘１６７

１５７．９８３

131.581

2,931
3,040

▲１７

▲９２

194

275

０
０

▲８１

3，１２５

▲５．１７４

貢産合計 187.515 189.564 ▲２，０４９ 負慣及び耗貢産合計 187.515 189,564 ▲２，０４９

ｌＨ２４ H2３ 差引

1.経常的収支

2.公共資産整備収支

3.投資・財務的収支

8，７４０

１，６０３

９．１８２

▲
▲

9,511

2,349

6.347

▲
▲

▲７７１

746

▲２，８３５

当年度童計現金増減割 ▲２ 044 815 ▲２．８５９

網】日只エカ9面 ６ 486 5.671 815
■■ 田主香弱旧碑亜 １４．４４２ ’６，４８６ ▲２，０４４



（１）市民１人あたりの貸借対照表
豆：千円

型
■
■
■
竃
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
轟
■
■
■
竃
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
色
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

（２）市民１人あたりの行政コスト計算書

〔各年度畠損3椙） （単位：千円） 面：千隅

引Ｈ2３

６０６ １８

５７６１７

福知山市普通会計財務４表
市民１人あたりで表すと・・・

１０７０

引Ｈ2３

８０

３５１０

噂■■■■■■■ｎは■■■■■■■■■■ｐ■■■■■■■■■■■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■１

※普通会計には、一般会針、休日急息診療所費及び地域情報通信ネットワーーク事禦が含まれています．

※市民１人あたりの金額は、平成24年度及び平成23年度末における人口（外国人を含む）で計算しています。

平成24年度（平成25年３月31日現在）８１，０３４人

平成23年度（平成24年３月31日現在）８１，３９１人

２５

(各年度３月３１日現在）（単位：千円）

■
■
■

１
１

←

H2４ H2３ 差引 H2４ H2３ 差引

資産の部 負債の部

1.公共資産
(1)有形固定寅産

(2)売却可能資産

2.投資等
(1)投資及び出貢金

(2)貸付金

(3)基金等

(4)その他

3.流動資産
÷(1)現金

(2)未収金

(3)阪売用不動産

(4)その他

2，１６１

２，１５２

９

9６

８

０
５
３
７
５

１
７
５
５
２
０
０

2,159
２．１５１

８

8８

８
９

6８

３

8２

８０

２
０
０

２
１
１
８
０
１
７
０

▲２５

▲２５

０
０
０

1.固定負債
(1)地方債

(2)長期未払金

(3)遇■手当引当金等

2.流動負債
(1)翌年度慣還予定地方債

(2)短期借入金(翌年度繰上充用金

(3)未払金

(4)その他

只頂画■丁

純貢産の部

縄資産合計

681

８
１
２
３
０
０
０
３

９
８
７
６
１

５

754

1,560

642

559

１

８２

７０

５６

０
０
４１

712

1.617

3９

３９

０
０
３
４
０
０
１▲
4２

▲５７

資産合６ 2.314 2,329 ▲１５ 負債及び縄貰産合骨 ２３１４ 2‘３２９ ▲１５

H2４ H2３ 差引

経常費用 480 425 5５

1.人にかかるコスト
(1)人件畳

(2)退買手当引当金繰入等

2.物にかかるコスト
(1)物件畳

(2)維持補俸頁

(3)減価償却員

3.移転支出的なコスト
(1)社会保障給付

(2)補助貢等

(3)他会計等への支出

(4)その他

4.その他のコスト
(1)支払利息

(2)その他

8５

７２

１３

135

５６

４

７５

２５１

卵
魂
別
２
９
９
０

8７

7４

１３

1３４

５５

５

７４

１９５

９２

２３

６８

１２

９
９
０

２
２
０

▲
▲

▲１

５６

５９

６

▲１０

０

０

０

経常収益 2５ 2７ ▲２

1.使用料手数料等

2.分負担金寄附金等

3.事業収益

4.その他収入

１５

１０

０
０

1５

１２

０
０

０
２
０
０

▲

純経常コスト

(経常費用-経常収益）
455 398 5７



貸借対照表
(平成25年３月３１日現在）

借 方

[資産の部］

１公共資産

(1)有形固定資産

①生活インフラ・国土保全94.198.171

②教育30.761.929

③福祉4.750.214

④､I境衛生10.652‘359

⑤産棄振興14.682007

⑥消防4.585.463

⑦総務１４‘742.178

有形固定資産合計174.372,321

(2)売却可能資産730.540

公共資産合計175.102.861

２投資等

(1)投資及び出資金

①投資及び出資金620.726

②投資損失引当金０

投資及び出資金計620.726

(2)貸付金779.381

(3)基金等

①退臓手当目的基金０

②その他特定目的基金6,103.094

③土地開発基金０

④その他定額運用基金２３‘１１４

⑤退職手当組合積立金０

基金等計6,126,208

(4)長期延滞債権399,124

(5)回収不能貝込額△89,051

投資等合計7,836,388

３流動資産

(1)現金預金

①財政調整基金2,647.711

②減債基金921,866

③歳計現金872.087

現金預金計4.441.664

(2)未収金

①地方税107.222

②その他27.581

③回収不能見込額△６９０

未収金計134.113

涜動資産合計4.575.777
－

資産合計187.515.026

[負債の部］

１固定負債

貢 方

(1)地方債48.495.895

(2)長期未払金

①物件の購入等０

②債務保鉦又は損失補償０

③その他41.296

長期未払金計41.296

(3)退職手当引当金6.615.429

(4)損失補償等引当金０

(単位§千円）

固定負債合計55.152.620

２流動負債

(1)翌年度償還予定地方債4.851‘８６４

(2)短期借入金（翌年度繰上充用金）０

(3)未払金17.103

(4)翌年度支払予定退職手当714.000

(5)賞与引当金371.972

流動負債合計5,954,939

負債合計61.107.559

[純資産の部］

純資産合計126,407‘467

負債・純資産合計187.515.026



【経常行政コスト】

(1)人件費

(2)退職手当引当金繰入等

１ (3)賞与引当金繰入額

小計

(1)物件費

(2)維持補修費
２
(3)減価償却費

小計

(1)社会保障給付

(2)補助金等

３ (3)他会計等への支出額

(4)他団体への
公共資産整備補助金等

小計

(1)支払利息

４ (2)回収不能見込計上額

(3)その他行政コスト

小計

経常行政コストａ

（構成比率）

【経常収益】

ｌ使用料・手数料ｂ

２分担金･負担金･寄附金ｃ

経常収益合計

（ｂ＋ｃ）．

ｄ／ａ

(差引)純経常行政コストａ－ｄ

総額

5,847,801

714,036

371,972

6,933.809

4,478,984

340,072

6.052,596

10,871,652

7.538,767

6,611,948

6,000,443

201,947

20,353,105

734,851

23,373

△１７，０２４

741,200

38,899,766

1,228,491

830,409

2,058,900

5.29％

(構成比率）
生活インフラ。
国土保全

教育

15.0％ 438,820 736,261

1.8％ 48.682 79,791

1.0％ １８‘353 46,516

17.8％ 5050855 862.567

11.5％ ３２４．７７０ 878,792

0.9％ 262,216 28.460

15.6％ 2.462,645 790,245

27.9％ 3,049.631 1,697,497

19.4％ 92,796

17.0％ 940.243 1２７．６６１

15.4％ 469.351 ０

0.5％ 23,126 ０

52.3％ 1,432,720 220.457

1.9％

0.1％

0.0％

1.9％ ０ ０

4,988.206 2,780,521

128％ 7.1％

102311 45,378

18,880 250,100

121,191 295,478

2.4％ 10.6％

行政コスト計算書

[謹撫指〕
福祉 環境衛生 産業振興

895,523 312.391 329,589

145,768 52,896 55,450

60,621 20,850 20,586

1,101912 386,137 405,625

491,170 1,442,156 340,527

5.731 1５，１３７ 13,307

236,722 755,529 1,018,628

733,623 2,212,822 1,372,462

7,431,301 14,670

436.444 △782.216 431,206

2,593,591 2,438,648 498,853

10,257 5,500 153,562

10,471,593 1,676,602 1,083,621

０

０ ０ ０

12,307,128 4,275,561 2,861,708

31.6％ 11.0％ 7.4％

175.007 491.288 2618

517,570 ０ 34,150

692,577 491,288 36,768

5.6％ 11.5％ 1.3％

消防

722,483

124,008

48‘573

895,064

128,654

1,215

151,360

281,229

78,543

０

０

78,543

０

1,254.836

3.2％

０

０

０

0.0％

(単位：千円）

総務 議会 支払利息
回収不能

見込計上額
その他
行政コスト

2,138.024 274.710 ０

199,460 7,981 ０

138‘934 17,540 ０

2,476,417 300,231 ０

855,885 1７．０３０ ０

14.006 ０

637,467

1,507,358 1７，０３０ ０

5,375.299 4,768 ０

０ ０

9.502 ０

5,384,801 4.768 ０

734,851

23,373

△１７，０２４

０ ０ 734.851 23,373 △１７，０２４

9,368,576 322.029 734,851 23,373 △１７．０２４

24.1％ 0.8％ 1.9％ 0.1％ 0.0％

一般財源
振替額

111.257 ０ ０ ０ 300,632

91709 ０ ０ ０ ０

120,966 ０ ０ ０ 300,632

1.3％ 0.0％ 0.0％ 0.0％



純資産変動計算書

〔皇圭麗鰯‘眉〕

期首純資産残高

純経常行政コスト

ー般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源

補助金等受入

臨時損益

災害復旧事業費

公共資産除売却損益

投資損失

科目振替

公共資産整備への財源投入

公共資産処分による財源増

貸付金･出資金等への財源投入

貸付金･出資金等の回収等による財源増

減価償却による財源増

地方債償還等に伴う財源振替

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入

その他

期末純資産残高

(単位:千円）

純資産合計

131,581,291

△36,840.866

11,260,665

11,361,982

2,130,385

7,190,634

△50,223

287,108

０

△243,891

178,276

△447,894

126,407,467



(単位:千円）

資金収支計算書

［霊麓調：

２公共資産整備収支の部

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

5,320,292

201,487

92,746

支 出合計 5,614525

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

1,250,408

2,686,200

22,263

52.933

収 入合計 4，０１１．８０４

公共資産整備収支額 △1,602,721

３投資．財務的収支の部

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

０

219,220

1,942,458

240

1,739.345

4,776,095

０

支 出合計 8,677.358

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

０

1１３，１０４

△２，０００，０００

622.100

385,435

374,899

収 入合計 △５０４462

投資・財務的収支額 △９，１８１ 820

当年度短期借入金(翌年度繰上充用金)増減客 ０

当年度歳計現金増減額 △2.044,095

期首歳計現金残高 6,485,759

期末歳計現金残高 4,441,664

１ 経常的収支の部

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

7,107,523

4,478,984

7.538,767

6,６１１，９４８

734,851

4,168,352

390,295

支 出合計 31,030720

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料･手数料

分担金･負担金･寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

1１，３１５

１１，３６１

5,940

１，２１２

５４８

２９７

4,783

２，６１３

1.698

６
２
６
６
８
２
０
８
８

０
８
２
４
９
３
０
５
１

２
９
２
０
３
６
３
４
９

収入合計 3９ 7７１ 1６６

経 常的収支額 ８740446




